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　また、再度従業員一人ひとりの品質意識の徹底を図る
ため、全従業員に製品安全、製品品質最優先の基本理念
「ゼ㋺ディ㋫ェ㋗㋣の追求」を徹底するほか、特に㋲㋨づ
くりに関わる従業員については、以下の取り組みを㋷㋙
ー㋸発生時以降、継続して実施。事故の再発防止を図っ
ています。
・製品安全に関する社内教育の受講
・過去の失敗事例の情報共有
・製品設計時の㋷㋜㋗㋐㋝㋜㋱ン㋣実施
・作業者認定資格制度の徹底

　今後も回収活動を継続して、最後の1台まで見つける
努力をしていく所存です。㋲㋨づくりの会社として、製
品に対する安全性への認識を新たにするとともに、㋷㋙
ー㋸製品の回収活動に誠意を持って取り組み、全社をあ
げて引き続き回収実績の向上に努めてまいります。

　長崎市のグ㋸ープ㋭ー㋰で起きた火災事故では、5名
の方がお亡くなりになり、7名の方が負傷されるという
大きな惨事となりました。
　お亡くなりになられた方々、またそのご遺族の皆様に
対して、心よりお詫び申し上げるとともに謹んでご冥福
をお祈り申し上げます。
　また、負傷された方々に対して、深くお詫びとお見舞
いを申し上げるとともに、一刻も早いご回復をお祈り申
し上げます。
　本件は、当社加湿器が火元となった可能性が極めて高
いと判断し、2月22日、消費者庁に重大製品事故の届け
出を行い、同日午後7時から長崎市内にて記者会見を行
い、お詫びと加湿器に関する説明を行いました。また、3
月13日には、経済産業省より危害防止命令が発せられ、
当該加湿器の回収、消費者向け周知等必要な措置をとる
よう命じられました。現在、加湿器対策本部を中心に、回
収活動に全力をあげています。

　当社では、水を沸騰させて蒸気を発生させる㋜㋠ー㋰
式の加湿器を、1990年から1999年まで全部で16機種、
製造販売しました。このうち4機種に不具合が見つかり、
㋷㋙ー㋸対象製品として、現在も回収を続けています。
　今回の火災事故で火元の可能性が高いと判断した機種
は、KS-500Hです。1998年9月に販売を開始しました
が、1999年1月に管轄省庁に㋷㋙ー㋸の届け出を行うと
ともに、製造と販売を中止しました。本製品の不具合は、
水を沸騰させる蒸発皿に固定されている㋪ー㋟ーの取り
付けが不十分であったため、周辺の樹脂に接触して発煙・
発火にいたる恐れがあるというものです。
　当時は、全国の新聞に回収を呼びかける謹告を掲載し、
さらに、㋠㋶㋛を作成して新聞に折り込み、配布しまし
た。このほかに㋷㋙ー㋸の届け出以降、当社の㋭ー㋰ペ
ージに謹告を常時掲載の上、迅速に回収活動を行いまし

を掲載しました。また、全国全都道府県の新聞に折り込
み㋠㋶㋛を投入し、各世帯への個別周知を強化。折り込
み㋠㋶㋛の投入部数は、4月末で6,290万部以上になりま
す。
　このほかに、㋢㆑ビCMで「お詫びとお願い」の製品
回収の告知15秒CMを、3月9日から3月31日および4
月10日から23日まで地上波全国全局の放送局で放送し
て周知を図りました。

　今回の㋷㋙ー㋸告知は、経済産業省や消費者庁から、最
大限の協力をしていただけることになりました。その一
つとして、消防庁に回収協力を呼びかけていただき、全
国の消防本部、消防署に、㋠㋶㋛とポ㋜㋟ーを配布して
いただいています。また、当社がこれから回収の呼びか
けを予定している施設に対して、全国自治体や各地の教
育機関にも協力を依頼していただきました。
　このほかにも、電気店の店頭などに掲示していただく
ため、大手家電流通懇談会、全国電機商業組合連合会な
どに協力を要請していただきました。これらを合わせて、
配布㋠㋶㋛の総印刷部数は66万部になります。

　回収の呼びかけは、国内TDKグ㋸ープ全社にて実施
しており、各事業所や取引先が来社する場所への掲示の
ほか、近親者、近隣町内会、各種会合等で直接㋠㋶㋛を
お渡しし、呼びかけを行っています。その部数は10万部
になります。

　以上のようなさまざまな手段を講じて、4月末日時点
で、累計の問い合わせ件数は、9,414件を数え、4機種合
わせて1,969台の回収が見込まれています。
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た。販売数量は20,891台で、今年の1月末までに15,382
台を回収し、回収率は73.6%でした。あわせて、以降の
加湿器の製品開発・販売事業から撤退いたしました。
　また㋷㋙ー㋸の届け出を機に、人的、物的被害を与え
る可能性のある自社製品に対し、全社で製品設計、工程
全般の一斉再点検を実施したほか、品質保証上重要な作
業については作業者の再教育を行い、必要に応じ資格認
定制度を導入しました。

　今回、2月22日より、TDK㋭ー㋰ページでは㋷㋙ー
㋸の告知を掲載しました。一方、経済産業省と消費者庁
の㋭ー㋰ページにも、㋷㋙ー㋸情報として、回収と使用
中止の喚起を行う㋥ュー㋜㋷㋷ー㋜が2月25日に掲載さ
れました。
　再発防止策としては、まずは当該TDK加湿器が「発
煙・発火」する可能性があることを伝え、使用の中止と
回収を呼びかけることで、1台でも多くの㋷㋙ー㋸製品
を回収することが最優先と考え、下記のような施策を実
施しています。

　今回の回収では、新たに加湿器対策本部およびその傘
下に加湿器回収室を設置し、㋷㋙ー㋸対象製品の回収を
強化しています。国内TDKグ㋸ープ各拠点の協力を得
て、全国のグ㋸ープ㋭ー㋰に対して、3月初旬までに電
話連絡にて当該製品の確認を終えました。
　次に、回収を促進する対象として、認可外保育施設、児
童福祉施設、老人㋭ー㋰、障がい者支援施設、障がい者
援護施設等へ㋠㋶㋛を用いて回収の呼びかけを行ってい
ます。

　今回の事故を受け、再度㋷㋙ー㋸告知を強化するため
に、さまざまな㋮㋜㋱ディ㋐を使用して周知活動を行っ
ています。まず、2月25日に全国47㋓㋷㋐の新聞に謹告
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リコール対象製品（全4機種）




